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Ⅰ 平成 28 年度当初予算の概要 

 

１ 編成の背景 

（１）国の予算等 

国の平成 28 年度予算においては、「一億総活躍社会の実現」に向けた取組み

や、ＴＰＰを真に我が国の経済再生、地方創生に直結するものとするための取

組みといった喫緊の重要課題への対応に関して、平成 27 年度補正予算での対

応と併せて、適切に対処するとともに、「経済・財政再生計画」の初年度とし

て「デフレ脱却・経済再生」への取組みを加速させつつ、歳出改革を着実に推

進することとしている。 

このため、予算編成においては、東日本大震災からの復興を加速するととも

に、我が国財政の厳しい状況を踏まえ、歳出全般にわたる聖域なき徹底した見

直しを、引き続き、手を緩めることなく推進することとしたほか、予算の重点

化を進めるための「新しい日本のための優先課題推進枠」については、歳出改

革に寄与するものを含め、政策効果が高いと認められるものに絞り込んで措置

することとした。 

その結果、一般会計の予算額は、96 兆 7,218 億円、対前年度比 0.4％の増で、

基礎的財政収支対象経費は、73 兆 1,097 億円、対前年度比 0.3％の増となって

いる。 

また、「平成 28 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において、

平成 28 年度の国内総生産は 518.8 兆円程度、名目成長率は 3.1％程度、実質

成長率は 1.7％程度となるとの見通しを示した。 

 

（２）地方財政対策 

平成 28 年度においては、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般

財源総額について、平成 27 年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的

に同水準を確保することを基本として地方財政対策を講じることとした。その

概要は次のとおりである。 

①  一般財源総額の確保 

地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の一般財源総額

について、前年度に比して 1,307 億円、0.2％増の 61 兆 6,792 億円と、平
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成 27 年度地方財政計画を上回る額を確保しつつ、赤字地方債である臨時財

政対策債の発行を大幅に抑制することとした。  

②  「重点課題対応分（仮称）」の創設 

地方における現下の喫緊の重点課題に対応するため、当面、地方財政計

画の一般行政経費に「重点課題対応分（仮称）」として、自治体情報システ

ム構造改革推進事業など 2,500 億円を計上することとした。 

③  まち・ひと・しごと創生事業費の確保 

地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取組み、地

域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観点から、平成 27 年度に創

設された「まち・ひと・しごと創生事業費」について、前年度同額の 1 兆

円を計上することとした。 

 

このような方針のもと、策定された平成 28 年度地方財政対策における通常

収支分の規模は、歳入歳出 85 兆 7,700 億円、前年度比 0.6％の増となってお

り、通常収支分と東日本大震災分の合計は 87 兆 6,900 億円、前年度比 0.1％

の減となっている。



  

-3- 

２ 編成の基本的考え方 

平成 28 年度予算の編成にあたっての収支見通しでは、歳入において、自主

財源の根幹を占める市税が、税制改正による法人市民税の減収もあり伸びを見

込めない状況であり、国庫補助負担金や地方交付税などについては、国の予算

編成の動向を見極める必要があった。また、市債については、健全化判断比率

などへの影響を踏まえ、可能な限り抑制する必要があったほか、財産収入など

の臨時的な収入も多くを見込めない状況であった。  

一方、歳出では、生活保護費などの扶助費の増加が見込まれたほか、介護、

子育ての分野などで、急速に進展する少子・超高齢社会への的確な対応が求め

られたことなどから、多額の財政需要が見込まれ、予算編成方針を策定した昨

年 10 月の時点では、厳しい財政見通しとなっていた。  

そこで、平成 28 年度当初予算は、次の 2 項目を予算編成の基本方針とし、

取り組むこととした。 

 

（１）財政健全化に向けた取組み及び行政改革の推進 

 財政健全化プラン及び行政改革の取組みを着実に推進するとともに、改善策

については、的確に予算に反映させることとし、特に、既存の事務事業につい

ては、既成概念にとらわれない大胆な事業の整理・合理化など、徹底した見直

しを図る。 

（２）第 2 次実施計画事業（マニフェストに関する取組み事業工程表に基づく

事業を含む。）等の推進 

2 年度目である第 2 次実施計画について、事業費の精査を行ったうえで、事

業の着実な推進を図るとともに、地方創生や東京オリンピック・パラリンピッ

ク開催に向けた取組みについて、適切に対応を図る。 

 

 上記の基本方針のほか、国の「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施す

べき対策等」に呼応し、地方活性化のための事業や教育環境の整備に係る経費

などを 2 月補正予算に計上して、平成 27 年度から 28 年度にかけて切れ目なく

実施することとした。  

 

 



  

-4- 

３ 予 算 規 模 

平成 28 年度一般会計の歳入歳出予算は、4,004 億円で、前年度と比較して

102 億円、2.6％の増となっている。 

特別会計（企業会計を含む。）17 会計は、公債管理特別会計や動物公園事業

特別会計などで減額となることから、総額 4,368 億 2,000 万円で、前年度と比

較して 291 億 1,400 万円、6.2％の減となっている。 

以上、全会計を合わせた規模は、8,372 億 2,000 万円で、前年度と比較して

189 億 1,400 万円、2.2％の減となっている。 

 なお、当初予算の規模は、表１のとおりである。  

 

　表１
      （単位：百万円、％）

(A) (B) (A)－(B)

特別会計

(17会計)

△ 18,9147.2856,134△ 2.2

△ 6.2

400,400 2.6

837,220

4.0390,200 10,200

△ 29,11410.0465,934436,820

増減額

増減率

合  計

区　　分
平成28年度 平成27年度

一般会計

増減率
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４ 一般会計予算の内容   

（１）歳  入 

歳入予算の款別の主な内訳は、表２のとおりである。  

　表２
（単位：百万円、％）

(参考)
前年度

(A) (B) 増減率

市      税 175,400 43.8 173,700 44.5 1,700 1.0 △ 1.0

国庫支出金 60,621 15.1 56,739 14.6 3,882 6.8 3.7

諸　収　入 44,462 11.1 42,135 10.8 2,327 5.5 3.9

市　　　債 41,120 10.3 43,375 11.1 △ 2,255 △ 5.2 2.8

地方消費税
交　付　金

19,298 4.8 16,468 4.2 2,830 17.2 52.9

県 支 出 金 15,237 3.8 15,346 3.9 △ 109 △ 0.7 14.4

使用料及び
手　数　料

11,636 2.9 11,271 2.9 365 3.2 29.1

地方交付税 9,400 2.4 7,250 1.9 2,150 29.7 20.8

繰　入　金 6,815 1.7 6,375 1.6 440 6.9 53.6

そ　の　他 16,411 4.1 17,541 4.5 △ 1,130 △ 6.4 △ 9.0

合      計 400,400 100.0 390,200 100.0 10,200 2.6 4.0
（注）地方交付税・市債欄の（　）内は，臨時財政対策債振り替え前の数値である。

平成27年度 増減額 増減率
区　分

（A)-(B)=(C) （C）/（B）構成比構成比

平成28年度

 

① 市  税 

予算額は 1,754 億円となり、構成比は 43.8％、前年度に比べ 17 億円、1.0％

の増となっている。 

これは、税制改正の影響などにより市民税が減額となるものの、家屋の新

増築や設備投資の増により固定資産税が増額となることなどによるもので

ある。 

② 国庫支出金 

予算額は 606 億 2,100 万円となり、構成比は 15.1％、前年度に比べ 38 億

8,200 万円、6.8％の増となっている。 

これは、被保護世帯数の増に伴い生活保護費収入が増額となるほか、桜木

町団地建替工事の進捗に伴い市営住宅整備費収入が増額となることなどに

よるものである。 
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③ 諸 収 入 

予算額は 444 億 6,200 万円となり、構成比は 11.1％、前年度に比べ 23 億

2,700 万円、5.5％の増となっている。 

これは、融資残高の増に伴い企業立地促進預託金収入や中小企業資金融資

預託金収入が増額となることなどによるものである。 

④ 市  債 

予算額は 411 億 2,000 万円となり、構成比は 10.3％、前年度に比べ 22 億

5,500 万円、5.2％の減となっている。 

これは、こてはし学校給食センター整備の進捗に伴い建設事業債が増額と

なるものの、臨時財政対策債や退職手当債が減額となることなどによるもの

である。 

⑤ 地方消費税交付金 

予算額は 192 億 9,800 万円となり、構成比は 4.8％、前年度に比べ 28 億

3,000 万円、17.2％の増となっている。 

これは、平成 26 年 4 月の消費税率引上げに伴う交付金が平年度化するこ

とにより増額となることなどによるものである。 

⑥ 県支出金 

予算額は 152 億 3,700 万円となり、構成比は 3.8％、前年度に比べ 1 億 900

万円、0.7％の減となっている。 

これは、助成件数の増に伴い被災者住宅再建支援費収入が増額となるもの

の、保育所等整備費収入が県支出金から国庫支出金に変更となり、減額とな

ることなどによるものである。 

⑦ 使用料及び手数料 

予算額は 116億 3,600万円となり、構成比は 2.9％、前年度に比べ 3億 6,500

万円、3.2％の増となっている。 

これは、いきいきプラザ老人デイサービス事業の指定管理委託廃止に伴い

老人デイサービス使用料が減額となるものの、料金改定に伴い事業系一般廃

棄物などの処理手数料が増額となることなどによるものである。 
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⑧ 地方交付税 

予算額は 94 億円で、普通交付税が 81 億円、特別交付税が 13 億円となり、

構成比は 2.4％、前年度に比べ 21 億 5,000 万円、29.7％の増となっている。 

これは、臨時財政対策債への振替額の減などに伴い普通交付税が増額とな

ることなどによるものである。 

⑨ 繰 入 金 

予算額は 68 億 1,500 万円となり、構成比は 1.7％、前年度に比べ 4 億 4,000

万円、6.9％の増となっている。 

これは、避難所における太陽光発電設備などの設置件数の減に伴い地域環

境保全基金繰入金が減額となるものの、財政調整基金繰入金が増額となるこ

となどによるものである。 
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（２）歳  出 

歳出予算の款別の主な内訳は、表３のとおりである。  

　表３
（単位：百万円、％）

(参考)
前年度

(A) (B) 増減率

民  生  費 149,936 37.4 143,947 36.9 5,989 4.2 4.7

公  債  費 55,868 14.0 57,645 14.8 △ 1,777 △ 3.1 0.7

土　木  費 47,640 11.9 46,223 11.8 1,417 3.1 0.1

商　工　費 37,940 9.5 35,237 9.0 2,703 7.7 2.0

衛　生　費 31,906 8.0 30,942 7.9 964 3.1 7.4

総　務　費 30,921 7.7 32,373 8.3 △ 1,452 △ 4.5 7.8

教　育　費 28,349 7.1 25,944 6.6 2,405 9.3 5.8

消　防  費 12,251 3.1 11,538 3.0 713 6.2 7.5

諸 支 出 金 2,187 0.5 2,206 0.6 △ 19 △ 0.9 △ 1.1

そ  の  他 3,402 0.8 4,145 1.1 △ 743 △ 17.9 15.1

合      計 400,400 100.0 390,200 100.0 10,200 2.6 4.0
（注）地方交付税・市債欄の（　）内は，臨時財政対策債振り替え前の数値である。

平成27年度 増減額 増減率
区　分

（A)-(B)=(C) （C）/（B）構成比構成比

平成28年度

 

① 民生費 

予算額は 1,499 億 3,600 万円となり、構成比は 37.4％、前年度に比べ 59

億 8,900 万円、4.2％の増となっている。 

これは、生活保護費が増額となるほか、認可保育施設への入所児童数の増

に伴う子ども・子育て支援給付費や保険給付費の増に伴う介護保険事業繰出

金が増額となることなどによるものである。 

② 公債費 

  予算額は 558 億 6,800 万円となり、構成比は 14.0％、前年度に比べ 17 億

7,700 万円、3.1％の減となっている。 

  これは、償還元金及び利子の減によるものである。  

③ 土木費 

予算額は 476 億 4,000 万円となり、構成比は 11.9％、前年度に比べ 14 億

1,700 万円、3.1％の増となっている。 

これは、桜木町団地建替事業費のほか、東幕張地区の暫定駅前広場整備に

向けた土地区画整理事業費が増額となることなどによるものである。  
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④ 商工費 

予算額は 379 億 4,000 万円となり、構成比は 9.5％、前年度に比べ 27 億

300 万円、7.7％の増となっている。 

これは、企業立地促進融資預託金や中小企業資金融資預託金が増額となる

ことなどによるものである。 

⑤ 衛生費 

予算額は 319 億 600 万円となり、構成比は 8.0％、前年度に比べ 9 億 6,400

万円、3.1％の増となっている。 

これは、水道事業の資金収支を踏まえ出資金が増額となるほか、千葉県企

業庁からの事業移管に伴い幕張クリーンセンターの管理運営費が増額とな

ることなどによるものである。 

⑥ 総務費 

予算額は 309 億 2,100 万円となり、構成比は 7.7％、前年度に比べ 14 億

5,200 万円、4.5％の減となっている。 

これは、退職者数の減に伴い退職手当が減額となるほか、建築工事の完了

に伴い真砂コミュニティセンター再整備費が減額となることなどによるも

のである。 

⑦ 教育費 

予算額は 283 億 4,900 万円となり、構成比は 7.1％、前年度に比べ 24 億

500 万円、9.3％の増となっている。 

これは、こてはし学校給食センター整備費が増額となるほか、大規模改造

工事の実施などに伴い学校施設環境整備費が増額となることなどによるも

のである。 

⑧ 消防費 

予算額は 122 億 5,100万円となり、構成比は 3.1％、前年度に比べ 7億 1,300

万円、6.2％の増となっている。 

これは、事業の進捗に伴い宮崎出張所の改築や消防局庁舎の設備改修に係

る経費が増額となることなどによるものである。 
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５ 一般会計予算の財政構造  

（１）歳  入 

自主財源と依存財源の状況は、表４のとおりであり、自主財源比率が 0.7 ポ

イント低下した。 

　表４

（単位：百万円、％）

(A) (B)

400,400 100.0 390,200 100.0 10,200 2.6 4.0

自 主 財 源 243,252 60.8 240,149 61.5 3,103 1.3 1.0

依 存 財 源 157,148 39.2 150,051 38.5 7,097 4.7 9.2

歳　入　総　額

内
　
訳

区　分
構成比 増減率

前年度
(参考)

平成28年度 平成27年度 増減率増 減 額

(A)-(B)=(C)構成比 （C）/（B）

 

① 自主財源 

予算額は 2,432 億 5,200 万円となり、構成比は 60.8％、前年度に比べ 31

億 300 万円、1.3％の増となっている。 

これは、財産収入が減額となるものの、市税や諸収入が増額となることな

どによるものである。 

 

② 依存財源 

予算額は 1,571 億 4,800 万円となり、構成比は 39.2％、前年度に比べ 70

億 9,700 万円、4.7％の増となっている。 

これは、市債が減額となるものの、国庫支出金や地方消費税交付金が増額

となることなどによるものである。 
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（２）歳  出 

義務的経費と投資的経費の状況は、表５のとおりである。  

 

① 義務的経費 

予算額は 2,086 億 7,500 万円となり、構成比は 52.1％、前年度に比べ 45

億円、2.2％の増となっている。 

これは、公債費が減額となるものの、生活保護費や子ども・子育て支援給

付費などの扶助費、また、給与改定に伴い人件費が増額となることによるも

のである。 

② 投資的経費 

予算額は 383 億 1,600 万円となり、構成比は 9.6％、前年度に比べ 26 億

7,000 万円、7.5％の増となっている。 

これは、補助事業費において、学校施設環境整備費や桜木町団地建替事業

費が増額となることなどによるものである。 

③ その他の経費 

予算額は 1,534 億 900 万円となり、構成比は 38.3％、前年度に比べ 30 億

3,000 万円、2.0％の増となっている。 

これは、企業立地促進融資預託金や中小企業資金融資預託金のほか、介護

保険事業繰出金が増額となることなどによるものである。  

　表５

（単位：百万円、％）

(A) (B)

208,675 52.1 204,175 52.3 4,500 2.2 2.3

人 件 費 56,298 14.0 55,966 14.3 332 0.6 1.7

扶 助 費 96,758 24.2 90,821 23.3 5,937 6.5  3.6

公 債 費 55,619 13.9 57,388 14.7 △ 1,769 △ 3.1 0.8

38,316 9.6 35,646 9.1 2,670 7.5 11.3

補助事業費 16,182 4.1 13,596 3.5 2,586 19.0 △ 9.3

単独事業費 22,134 5.5 22,050 5.6 84 0.4 29.5

153,409 38.3 150,379 38.6 3,030 2.0 4.7

400,400 100.0 390,200 100.0 10,200 2.6 4.0

内

 

訳

区   　分

合　　　計

投  資  的  経  費

内

訳

そ の 他 の 経 費

構成比

平成28年度

構成比

平成27年度 増 減 額

義  務  的  経  費

増減率

（C）/（B）

(参考)

前年度

増減率(A)-(B)=(C)
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６ 特別会計予算の状況 

特別会計予算の状況は、表６のとおりである。  

  表６

(単位：百万円、％）

(A) (B)

国 民 健 康 保 険 110,748 △ 0.1 110,913 15.3 △ 165

介 護 保 険 66,544 6.5 62,472 7.6 4,072

後 期 高 齢 者 医 療 10,226 15.3 8,869 △ 0.1 1,357

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付

335 5.1 319 4.3 16

霊 園 825 △ 1.9 841 4.3 △ 16

農 業 集 落 排 水 506 0.8 501 2.6 5

競 輪 12,744 △ 4.4 13,332 4.3 △ 588

地 方 卸 売 市 場 1,146 18.0 971 △ 16.9 175

都市計画土地区画整理 495 △ 7.0 533 2.0 △ 38

市 街 地 再 開 発 1,237 △ 9.9 1,373 △ 5.7 △ 136

動 物 公 園 1,136 △ 36.0 1,775 53.0 △ 639

公 共 用 地 取 得 630 △ 23.0 819 24.7 △ 189

学 校 給 食 セ ン タ ー 2,497 △ 0.3 2,505 △ 0.1 △ 8

公 債 管 理 140,333 △ 20.0 175,326 13.8 △ 34,993

合　　　計 349,402 △ 8.2 380,549 12.2 △ 31,147

会　　計　　名
平成27年度 増 減 額

(A)-(B)増減率

平成28年度

増減率

 

 

① 国民健康保険事業特別会計 

予算額は 1,107 億 4,800 万円となり、前年度に比べ 1 億 6,500 万円、0.1％

の減となっている。 

これは、高齢化による医療費の増に伴い保険給付費が増額となるものの、

過年度分の精算に伴い介護納付金が減額となることなどによるものである。 
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② 介護保険事業特別会計 

予算額は 665 億 4,400 万円となり、前年度に比べ 40 億 7,200 万円、6.5％

の増となっている。 

これは、被保険者数の増に伴い保険給付費が増額となることなどによるも

のである。 

 

③ 後期高齢者医療事業特別会計 

予算額は 102 億 2,600 万円となり、前年度に比べ 13 億 5,700 万円、15.3％

の増となっている。 

これは、被保険者数の増に伴い広域連合納付金が増額となることなどによ

るものである。  

 

④ 競輪事業特別会計 

予算額は 127 億 4,400 万円となり、前年度に比べ 5 億 8,800 万円、4.4％

の減となっている。 

これは、勝者投票券売上の減に伴い開催経費が減額となることなどによる

ものである。 

 

⑤ 動物公園事業特別会計 

予算額は 11 億 3,600 万円となり、前年度に比べ 6 億 3,900 万円、36.0％

の減となっている。 

これは、ライオン展示施設などの整備完了に伴い施設整備費が減額となる

ことなどによるものである。 

 

⑥ 公債管理特別会計 

予算額は 1,403 億 3,300 万円となり、前年度に比べ 349 億 9,300 万円、

20.0％の減となっている。 

これは、借換えの減に伴い償還元金が減額となることなどによるものであ

る。 
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７ 企業会計予算の状況 

（１）病院事業会計 

病院事業会計予算の状況は、表７－１のとおりである。  

表７－１

（単位：百万円、％）

(A) (B)

収  入 22,323 4.7 21,320 2.6 1,003

支  出 23,162 7.3 21,594 △ 0.7 1,568

収  入 2,142 △ 37.3 3,415 77.1 △ 1,273

支  出 3,217 △ 22.1 4,132 22.7 △ 915

26,379 2.5 25,726 2.5 653

資本的収支

支  出  合  計

区      分
平成28年度 増減額

(A)-(B)

平成27年度

収益的収支

増減率増減率

 

① 基本的な考え方 

地域の中核的な病院として、少子・超高齢社会における医療需要の増大や

多様化への対応を図りつつ、青葉病院における血液疾患や身体合併症を有す

る精神疾患への対応、海浜病院における小児・周産期医療やがん治療などの

政策的医療に引き続き積極的に取り組み、市民が必要とする安全・安心な医

療を一人でも多くの市民に提供する。 

また、これまで進めてきた職員の増員や設備投資に応じた医業収益を確保

するため、より質の高い医療を提供できる体制を構築するほか、地域の医療

機関との連携を強化することで紹介患者を増やすなど、病床利用率向上のた

めの取り組みを強力に推進するとともに、両市立病院の病院情報システムの

統合に取り組むなど、医業費用の削減を図り、安定的な経営基盤の確立を目

指す。 

 

② 業務の予定量 

職員数 1,051 人、病床数 667 床の体制により、入院部門については、年間

患者数 212,702 人（1 日平均患者数 582 人）、外来部門については、年間患者

数 376,229 人（1 日平均患者数 1,502 人）、合計で、588,931 人（１日平均患

者数 2,084 人）の患者数を予定している。 

また、主要な建設改良事業としては、海浜病院の外壁改修などの病院整備
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事業 3 億 4,800 万円、医療機器等購入 8 億 5,800 万円、合計 12 億 600 万円

となっている。 

 

③ 収益的収入及び支出 

収益的収入については、入院・外来収益などの医業収益 186 億 8,100 万円、

他会計負担金などの医業外収益等 36 億 4,200 万円、合計 223 億 2,300 万円

で増減率 4.7％増となっている。 

収益的支出については、給与費、材料費、経費などの医業費用 221 億 1,100

万円、企業債利息などの医業外費用等 10 億 5,100 万円、合計 231 億 6,200

万円で増減率 7.3％増となっている。 

 

④ 資本的収入及び支出 

資本的収入については、建設改良事業に充当する企業債のほか、企業債の

元金償還金の財源となる一般会計出資金 9 億 3,800 万円など、合計 21 億

4,200 万円で増減率 37.3％減となっている。 

資本的支出については、病院整備費及び医療機器等購入費として 12 億 600

万円、リース資産購入費 3 億 7,400 万円、企業債償還金 15 億 6,300 万円、

そのほか看護学生等への修学資金貸与金 7,400 万円、合計 32 億 1,700 万円

で増減率 22.1％減となっている。 
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（２）下水道事業会計 

下水道事業会計予算の状況は、表７－２のとおりである。 

表７－２

（単位：百万円、％）

(A) (B)

収  入 31,033 0.2 30,971 1.1 62

支  出 29,670 △ 0.5 29,813 0.8 △ 143

収  入 17,254 9.7 15,724 3.9 1,530

支  出 27,416 6.5 25,736 3.0 1,680

57,086 2.8 55,549 1.8 1,537

資本的収支

支  出  合  計

区      分
平成28年度 増減額

(A)-(B)

平成27年度

収益的収支

増減率増減率

 

① 基本的な考え方 

平成 28 年度は、安全・安心のまちづくりに向け、大規模地震発生時に下

水道の機能を確保するため、下水道管渠及び処理場の耐震化を行うとともに、

マンホールトイレの設置を行う。 

また、局地的な集中豪雨などによる浸水被害を軽減するため、雨水管渠な

どの整備を行うほか、引き続き市民による防水板設置の費用の一部を助成す

る。 

さらに、快適な暮らしの基盤づくりに向け、処理場及びポンプ場の機能を

適正に維持するため、設備の更新改良を行うとともに、道路陥没などの未然

防止のため、管渠の更新改良を行うほか、引き続き汚水管渠を整備し、未普

及地域の解消に努める。 

このほか、南部浄化センターでの資源有効利用、コスト縮減及び温室効果

ガスの削減のため、汚泥消化タンクの整備を進めるとともに、良好な水環境

を整えるため、中央浄化センターにおいて、高度処理施設の整備を進める。 

加えて、市民の利便性や収納率の向上を図るため、上下水道料金徴収一元

化の早期実施に向け、千葉県水道局が開発するシステムに、本市が保有する

データを移行するための抽出及び移行テストを行う。  

なお、下水道事業の運営については、より一層の経費の節減と管理の効率

化を図り、健全な下水道経営に努める。  

 



  

-17- 

② 業務の予定量 

本年度は、汚水処理世帯数 422,171 世帯、総処理水量は 1 億 2,299 万 385

立方メートルを予定している。この結果、１日平均処理水量は、33 万 6,960

立方メートルとなっている。 

また、主要な建設改良事業については、管渠整備事業費 54 億 3,100 万円、

ポンプ場整備事業費 4 億 8,700 万円、処理場整備事業費 49 億 5,600 万円と

なっている。 

 

③ 収益的収入及び支出 

収益的収入については、下水道使用料などの営業収益 228 億 3,600 万円、

他会計補助金などの営業外収益等 81 億 9,700 万円、合計 310 億 3,300 万円

で増減率 0.2％増となっている。 

収益的支出については、管渠費、ポンプ場費、処理場費などの営業費用 244

億 7,900 万円、企業債利息などの営業外費用等 51 億 9,100 万円、合計 296

億 7,000 万円で増減率 0.5％減となっている。 

 

④ 資本的収入及び支出 

資本的収入については、企業債 127 億 5,300 万円、国庫補助金 37 億 7,900

万円、水洗便所普及事業収入等 7 億 2,200 万円、合計 172 億 5,400 万円で増

減率 9.7％増となっている。 

資本的支出については、建設改良費 118 億 2,600 万円、施設利用負担金な

どの固定資産購入費 7,600 万円、企業債償還金等 155 億 1,400 万円、合計 274

億 1,600 万円で増減率 6.5％増となっている。 
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（３）水道事業会計 

水道事業会計予算の状況は、表７－３のとおりである。 

表７－３

（単位：百万円、％）

増減額

(A) (B) (A)-(B)

収  入 2,361 7.6 2,194 △ 4.4 167

支  出 2,361 8.1 2,185 △ 2.1 176

収  入 930 △ 8.0 1,011 △ 32.7 △ 81

支  出 1,592 △ 17.3 1,925 △ 23.4 △ 333

3,953 △ 3.8 4,110 △ 13.4 △ 157

平成27年度

収益的収支

資本的収支

支  出  合  計

区      分
平成28年度

増減率 増減率

 

① 基本的な考え方 

平成 28 年度は、配水管の整備を行うほか、霞ヶ浦開発事業などへの費用

を負担する。 

また、安全な水を安定して供給するため、平川浄水場電気・機械設備更新

の実施設計を行うとともに、震災対策として現行の誉田給水場から平川浄水

場間の送水管に加え、大野台送水ポンプ場から平川浄水場間に送水管を新設

することによる二系統化を進める。 

なお、水道事業の運営については、より一層の経費節減を図り、効率的な

事業経営に努める。 

 

② 業務の予定量 

本年度は、給水戸数 19,276 戸、前年度に比べ 197 戸の増となり、年間総

給水量は、493 万 2,446 立方メートルを予定している。この結果、1 日平均

給水量は、13,514 立方メートルとなっている。 

また、主要な建設改良事業としては、拡張事業費 2 億 6,500 万円、改良事

業費は震災対策として送水管の二系統化工事などで 6,800万円となっている。 

 

③ 収益的収入及び支出 

収益的収入については、水道使用料などの営業収益 11 億 1,700 万円、他

会計補助金などの営業外収益等 12 億 4,400 万円、合計 23 億 6,100 万円で増
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減率 7.6％増となっている。 

収益的支出については、県からの受水費、職員給与費、減価償却費などの

営業費用 19 億 3,800 万円、企業債利息などの営業外費用等 4 億 2,300 万円、

合計 23 億 6,100 万円で増減率 8.1％増となっている。 

 

④ 資本的収入及び支出 

資本的収入については、拡張費及び改良費に充当する企業債 1 億 8,100 万

円、出資金・負担金など 7 億 4,900 万円、合計 9 億 3,000 万円で増減率 8.0％

減となっている。 

資本的支出については、拡張費や改良費などの建設改良費 6 億 9,000 万円、

企業債償還金など 9 億 200 万円、合計 15 億 9,200 万円で増減率 17.3％減と

なっている。 



その他 0.6% 

総   額 

400,400百万円 

100％ 

市 税 

43.8％ 

市 債 

10.3％ 

国庫 

支出金 

15.1％ 

配当割交付金 0.3% 
地方譲与税 0.6% 

軽油引取税交付金 1.3% 

地方消費税交付金 4.8% 

地方交付税 2.4% 

県支出金 3.8% 

繰入金 1.7% 

分担金及び負担金 0.7% 

財産収入 0.6% 

使用料及び手数料 2.9% 

依存財源 

39.2％ 

自主財源 

60.8％ 

歳    入 

平成２８年度一般会計当初予算構成割合表 

民生費 

37.4％ 

公債費 

14.0％ 

商工費 

9.5％ 

総務費 

7.7％ 

衛生費 

8.0％ 

土木費 

11.9％ 

総   額 

400,400百万円 

100％ 

消防費 3.1% 

その他 0.8% 
歳    出 

諸収入 

11.1％ 

参考 

教育費 

7.1％ 

諸支出金 0.5% 
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　 １　平成２８年度当初予算　会計別総括表

(39,547,839)

17,000

110,747,701 8,506,166

66,544,396 9,853,363

10,225,757 1,321,725

334,773 37,214

824,939 347,761

505,475 436,550

(17,000)

－ 

1,146,102 200,682

495,247 330,085

1,237,370 1,226,370

1,135,838 566,900

630,185 610,185

2,497,046 1,117,333

140,333,131 101,980,375

(17,000)

126,534,709

23,162,191 3,401,000

3,217,232 937,954

29,669,506 8,570,047

27,416,146 660,403

2,360,566 988,565

1,592,106 435,536

87,417,747 14,993,505

837,219,784

（注）  繰入(繰出)金の欄は、会計間の繰入・繰出金を示し、一般会計は競輪事業からの収益事業収入、企業会計は

　　　　なお、（　　）書きは他会計への繰出金を示す（ただし、公債管理特別会計への繰出金は含まない）。

企
　
業
　
会
　
計

特
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
計

国 民 健 康 保 険 事 業

霊 園 事 業

収 益 的 支 出

農 業 集 落 排 水 事 業

収 益 的 支 出

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

資 本 的 支 出

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

下 水 道 事 業

病 院 事 業

学 校 給 食 セ ン タ ー 事 業

公 債 管 理

12,744,077競 輪 事 業

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業

　一   　 　　　　般   　　　　　　会  　　  　　　計

介 護 保 険 事 業

平 成 ２ ８ 年 度 当 初 予 算

400,400,000

会　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　名

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出
水 道 事 業

市 街 地 再 開 発 事 業

 予  算  額   (A) 繰 入 ( 繰 出 ) 金

資 本 的 支 出

動 物 公 園 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

349,402,037

都 市 計 画 土 地 区 画 整 理 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
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（単位 ： 千円、％）

(38,809,200) (738,639)

17,000 0 

110,913,039 8,697,290 △ 165,338 △ 191,124 △ 0.1

62,472,254 9,241,773 4,072,142 611,590 6.5

8,868,910 1,122,618 1,356,847 199,107 15.3

318,602 27,310 16,171 9,904 5.1

841,136 371,617 △ 16,197 △ 23,856 △ 1.9

501,416 432,526 4,059 4,024 0.8

(17,000) (0)

－ － 

971,235 213,886 174,867 △ 13,204 18.0

532,758 368,222 △ 37,511 △ 38,137 △ 7.0

1,372,847 1,258,880 △ 135,477 △ 32,510 △ 9.9

1,774,591 653,582 △ 638,753 △ 86,682 △ 36.0

818,857 799,857 △ 188,672 △ 189,672 △ 23.0

2,505,417 1,124,712 △ 8,371 △ 7,379 △ 0.3

175,325,710 109,439,035 △ 34,992,579 △ 7,458,660 △ 20.0

(17,000) (0)

133,751,308 △ 7,216,599 

21,594,161 3,512,143 1,568,030 △ 111,143 7.3

4,132,132 917,893 △ 914,900 20,061 △ 22.1

29,813,295 8,636,449 △ 143,789 △ 66,402 △ 0.5

25,736,359 560,084 1,679,787 100,319 6.5

2,184,595 831,800 175,971 156,765 8.1

1,925,265 38,558 △ 333,159 396,978 △ 17.3

85,385,807 14,496,927 2,031,940 496,578 2.4

856,134,333 △ 18,914,549 △ 2.2

一般会計からの出資金、負担金、補助金である。

△ 587,677

△ 31,146,489

△ 4.4

△ 8.2

2.6390,200,000

380,548,526

13,331,754

(Ｃ)
(Ｂ)

平 成 ２ ７ 年 度 当 初 予 算 増　　　　　  　　　減

繰 入 ( 繰 出 ) 金 予  算  額   (B) 増減額(A) - (B) = (C)

予 算 額 の

増 減 率

10,200,000

繰 入 ( 繰 出 ) 金
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